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客観的学問(メ タ ・サイエ ンス)と しての 日本文化研究についてこれか らお話 し

す るわけだが、まず 冒頭 で、 この 日本文化研 究とい う言葉が、それが外 国人によっ

て外部か ら行われ た場合 と、 日本人に よって内部か ら行われた場合では、同 じ意味

を持たない とい うことをはっき りさせ てお くべ きであろ う。 日本文化研究の学問分

野 としての構造が 日本 と海外た とえば ヨー ロッパで異 なるのも、このことに由来す

る。

この研究の第一 の対象 であ る日本が、自身の文化 の研究にこの語を当てるのは、

研究主体は研究対象 と同一ではあ りえない とい う西洋的な学問の定義 にそ もそ も矛

盾する。 この意味で、フランス人が 自身 の文化の研究 に費やす 「フランメ研究」 と

い うものは、存在 しない。 これ に対 して西洋 の側 では、19世 紀半ば以降、学問的な

意味での 日本研究が存在 し、それ を語 ることに矛盾 はない。

以上の ことは、制度的な側面についても言える。ここ20年 、日本文化だけを対象

とした包括 的研究 を行 ってきた 日文研 のよ うな施設 のある 日本 とは異な り、フラン

スにも、あるいは私の知 るかぎ り他 の ヨーロ ッパ諸国 にも、 自国文化の研究のみを

行 う研究所や大学学科はない。ここで私 が文化研 究 と呼ぶのは、一国の文化全体を、

その本質、あるいはアイデ ンテ ィティー において研究対象 としたもので、たとえば

「フランス文学」研究のよ うな、文化 の特定な一側面 を対象 としたものではない。

文化の本質、独 自性(特 異性)を 語 りなが ら再度気がつ くのは、フランスには、

日本 における 日本文化論や 日本人論に相 当す る 「フランス性」(フ ランス人論、フラ

ンス文化論)に ついての言説 が存在 しないこ とである。フランスの歴史家 がフラン

スの歴史を研究す る場合、それが学 問 としての歴史である限 り、西洋的な意味で 「科

学的」 に、すなわち中立的客観的立場か ら、できる限 り自分の 厂フランス性」を介

入 させずに研究す ることが要求 される。そ して この場合 、「フランス」(あ るいは ド

イツ、アメ リカなど)の 歴史 と呼び、 日本でいまだに見受 けられ るよ うに、国史

(nationalhistory)、 あるいは国文学(nationalliterature)と い う言葉 は使わない。この

意味で、 日本で行われてい る 「日本研究」に関す る限 り、過去に行 われていたよ う

に、国学 とい う言葉を使 うのがより論理的に思える。
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この非対称性は、 日本が西洋列強による強制的開国以来、 自らをそれ ら列強 との

関係で定義する必要があると考 える一方で、-西洋列強はその世界にお ける支配的位

置 のために、今 日に至るまで比較対照物(referent)を 持たず、 自己定義、アイデン

テ ィティー確立の作業を行わず にすんだ とい う事実に由来する。

したがって、二種類 の 「日本研究」が存在することになる。一つ は、 日本で行 わ

れ るもの、も う一つは主 として西洋諸国において、外か ら行 われるものである。前

者では 日本は主体 、後者では客体である。 この二つの研究の違いは何であろ うか。

この違いは本質的なものである。 日本で行われる場合は、視線は 自身、内部に向け

られてい るが、鏡無 しでは 自分 を見ることはできない。西洋 の 日本学はこれ とは対

照的に 日本 を異質 な文化 として距離 をもって見る。 ここで一番重要な問題は、 自ら

の文化 をどこまで異文化 として見ることが可能 かとい うことである。 西洋文明に特

徴的な二分的思考法によれば、 こういった研 究は必然的に比較によるもの とな り、

定義 からして異質な主体 と客体の間の弁証法に基礎 を置 くことになる。言語 が世界

観 ・存在観 を表現 ・翻訳す るものである と考え られる以上、この二つのアプローチ

の違いは西洋語 と日本語それぞれ の言語構造の中に現れてい る。主体 と客体 な しに

は考 えられない西洋語には弁証法的な二分構造が内在 してい る。 これ に対 して 日本

語 は、すべてを中立的な場で考 えることができて、客体 ・主体無 しで済ます ことが

可能である。 しか し、 この二つのアプローチを対立す るもの、あるいは、 どちらか

が他方よ り好 ま しい、 どちらが優れていると考 えるよ りは、対象が他文化であれ 自

文化であれ同 じように、互いに補完す るもの、同一現象の二面、さらには 「学問的」

なものを含めたすべての視線(理 解)の 相対性 を如実に表す ものとして捉 えること

で、得 られるものが多いのではないであろ うか。

最近 の 日本内外 における 「日本研究」の展開は、 この二つのアプローチの違いを

よく示 してい る。 ヨーロッパでは政治的統一過程 に含 まれている高等教育システム

の均一化に並行 して、学問構造の再編成が行われているが、そ こでは時代の地政的

経済的状況の進展 にしたがって特定の研 究分野に優先権が与えられ る。 この二十数

年来、 日本は極東の地域的情勢にますます巻き込まれる傾向にあり、同時に 「日本

研究」は 「アジア研究」の一部 となって、「地域研究」(一 つの文化、一国の文化 を

対象 とした研究)と しての独立性 を失いつつある。グロバ リゼーシ ョンに ともない、

日本のイ メージは、南北朝鮮、中国、台湾、東 ロシアの脇にあって、 これ ら諸国 と

同 じレベルで漢字文化圏に統合 され、それに したがい独 自の輪郭 を失いつつある。

ごく最近では、アフガニスタンか ら日本 までを含むアジア全体、あるい はアジア太

平洋沿岸地域 にまで、統合 され る地域が拡大 された。

この見取 り図の変化は、大学内における学問分野の組織構造に反映 している。 日

本研 究は 「アジア研究」の枠内に置かれて、結果 としてその重要性が減少 している。

最近数年、私 自身 がパ リ第十大学で経験 した変化は、 このことの兆候である。同大

学の 「民族学 ・比較社会学 ・先史学 ・民族音楽学」学部 内で民族学 厂日本 ・韓国分
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野 」 の マ ス ター 課 程(大 学4年 目 に 相 当)に 割 り当 て ら れ て い た 授 業 は 、2002年 に

は 、 ま だ1学 年 全 体 に わ た っ て お り 、 そ の 四 分 の 三 が 日本 、 残 りが 韓 国 文 化 に 当 て

ら れ て い た 。 そ の 後 、LMDシ ス テ ム(licence3年 、master2年 、プ ラ スdoctor3

年 ～5年)の 導 入 に と も な い 、同 じ授 業 が 日本 で 半 期 、韓 国 で 半 期 に 、二 分 され た 。

2006年 か らは 「東 洋 分 野 」 に お い て 、 日本 文 化 に2時 間 の 授 業 が6コ マ 、 同 じ く韓

国 文 化 に4コ マ で 、そ れ が 下 半 期 全 体 を 構 成 す る こ と に な っ た 。こ の 拡 大 され た 「東

洋 分 野 」 に は 、 西 は イ ン ド と ヒ マ ラ ヤ 、 東 は オ セ ア ニ ア ま で が含 ま れ て い る。

こ の よ うな 融 合 志 向 は 、 ア フ ガ ニ ス タ ン か ら 日本 ま で 、 シ ベ リア か ら太 平 洋 諸 島

ま で の 、 ア ジ ア 大 陸 の す べ て の 文 明 を カ バ ー す る 唯 一 の 分 野 「ア ジ ア 研 究 」 に 、 こ

れ ら の 諸 文 明 を 対 象 と した す べ て の 「地 域 研 究 」 を ま とめ よ う と い う団 体 の 動 き と

し て 、1990年 代 末 か ら顕 著 な も の で あ る 。 こ の 動 き は 、 オ ラ ン ダ は ラ イ デ ン に 本 拠

を置 く国 際 ア ジ ア 研 究 所 か ら来 る も の で あ る。 同 研 究 所 は ヨー ロ ッパ 数 ヶ 国 の ア ジ

ア 研 究 セ ン タ ー を ま と め た 、ア ジ ア 研 究 ヨー ロ ッ パ 連 合(EuropeanAllianceforAsian

Studies)(略 称 ア ジ ア 連 合=AsiaAlliance)を 作 り上 げ た と こ ろ で あ る 。 ア メ リカ の

AASを 範 と した こ の 運 動 は 、 年4回 ニ ュ ー ス レ タ ー を 発 行 し、3年 ご と に

(lnternationalConventionofAsiaScholars=ICAS)を 開 催 す る。 これ ら の ヨ ー ロ ッパ

規 模 の 研 究 活 動 は 、 ヨー ロ ッパ 科 学 財 団(EuropeanScienceFoundation)の ア ジ ア 部

会 か ら財 政 援 助 を 受 け て い る。 こ の 運 動 を こ こで 話 題 に す る の は 、 ヨー ロ ッパ 日本

研 究-協会(EAJS)、 同 中 国 研 究-協会(EACS)、 韓 国研 究 協 会 、 そ の 他 少 な く と も 四 つ

の 研 究 団 体 に 対 して 、 ヨ ー ロ ッパ ア ジ ア 研 究 協 会 と い っ た よ うな も の を構 成 して 、

そ こ に 吸 収 解 消 さ れ る よ う に とい う圧 力 が か か っ た か ら で あ る 。フ ラ ン ス 国 内 で も 、

国 立 科 学 研 究 所(CNRS)、 人 間 科 学 研 究 所(MSH)、 国 立 政 治 学 財 団(FNSP)、 高 等

社 会 科 学 研 究 院(EHESS)が 参 加 す る ア ジ ア ・ネ ッ トワー ク が2001年 に 設 立 され た 。

しか し 当 然 な が ら、 す べ て の ア ジ ア の 文 化 が 国 か ら同 じ扱 い を 受 け る わ け で は な

い 。 国 家 が 、 他 国 に 対 す る 学 問 的 関 心 、 言 い 換 えれ ば そ の 国 の 研 究 に 与 え る重 要 性

は 、 そ の 時 々 の 国 際 情 勢 に 大 き く依 存 す る。 こ う して こ こ 数 年 、 中 国 文 化 と 中 国 語

の 研 究 に 割 り当 て られ た 援 助 は 、 財 政 面 で も制 度 面 で も 、 中 国 が 今 日の 世 界 経 済 で

占 め る 比 重 と、 そ の 巨 大 な 市 場 の 開 放 が 約 束 す る利 潤 の 大 き さ に 比 例 して 、 か な り

の 量 に 上 る。 こ の 意 味 で 、 中 国 文 化 と 中 国 語 は 投 資 価 値 が あ る の で あ る。 世 紀 が 変

わ っ て か ら 、 中 国 科 に 登 録 す る 学 生 の 数 は急 上 昇 して お り、 そ れ も しば しば 日本 科

へ 登 録 す る代 わ りで あ る こ と を 考 え る と、 こ の 投 資 の 結 果 は 待 つ ま で も な い 。

日本 研 究 は とい う と 、 少 な く と も公 共 教 育 の 分 野 に 関 す る 限 り、 ヨ ー ロ ッパ の ほ

ぼ 全 域 で 後 退 して い る。 教 育 面 で も研 究 面 で も 、 あ る と こ ろ で は(ポ ス ト削 減 と い

う形 で)量 的 に 小 さ く な り、 別 の と こ ろ で は 「地 域 」 的 あ る い は 「大 陸 」 的 な 目的

を持 っ た よ り大 き な 全 体 の 中 に 吸 収 され て い る。例 を 挙 げ る と 、1979年 に 創 立 され 、

そ の 後(私 も そ の 一 員 で あ る)20人 か ら25人 の 教 員 ・研 究 者 が 所 属 して い た 「日

本 文 明 」 研 究 グ ル ー プ が 、2006年1月1日 を も っ て 、そ れ ま で そ れ ぞ れ 中 国 とチ ベ
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ッ トの文化を研究 していた二つの研究グループ と合併 した。それまで 日本研 究を専

門としていたパ リのもう一つの研究 グループが、やは り同時期に韓国研究 と中国研

究 を含む集団に吸収 された。 いずれの場合 も、韓国研究やチベ ッ ト研 究に対 しては

数の上で優位 に立ちながらも、中国に対 しては少数派 にとどまっている。

より広い分野(ア ジア、太平洋沿岸)へ の編成は、最終的には、経済的論理 に従

うものである。なぜな らば、アジアの様々な文明を扱 う学課 をひ とつに統合す るこ

とで、当然大学は運営経費を節約で きるか らである。た とえば、オ ランダのライデ

ン大学では、文学部の 日本語 ・日本文化科が2008-2009年 度か らアジア科に統合 さ

れ るこ とが決まっている。今年の英国ダラム大学の東アジア(中 国、 日本、韓国)

研究学部の完全閉鎖や、ベル リンのフンボル ト大学 と同市の自由大学Freie

Universit舩の 両方に属する 日本文化言語研究所の2013年 に予定 されている閉鎖 とい

った打撃も、 より高い次元で、おな じ合理化 の論理 に従った ものである。 この傾 向

は、(英国を大 きな例外 として)ヨ ー ロッパの大部分 の国で高等教育が国の事業であ

ることに依存 している。 ヨー ロッパでは人文科学に関する限 り、私立の施設はほ と

ん ど存在 しない。 もっともこれに関 しては 日本同様、宗教施設 とい う大きな例外が

ある。

民間経営による教育が行われているところでは、状況は非常に異なってい る。部

分的にそ ういった教育が行われているヨーロッパ の国 として、英国の例を述べてみ

よ う。 なるほ どダラム大学では東アジア研究学部が廃止 になったが、他の研究セ ン

ターは拡張 されてお り、新設 の研究所 さえある。 こ うしてイギ リスではいくつもの

大学に、民間資金による講座 が設立されてい る。 ロン ドン大学東洋ア フリカ研究学

院(SOAS)に2000年 にできた 日本宗教研究センターのあることがその一例である。

シェフィール ド大学では2007年 に 日本研究センターが新設 されたばか りだが、これ

もロン ドン大学の研究セ ンター同様、そのほ とんどの資金源 が 日本の財 団である。

この二例は、教育の民営化 とい う新 しい傾向を示 してい る。そ こでは、主 として 日

本の民間財団(東 芝国際交流財 団 ・キャノン財団 ・上廣倫理財団 ・笹川財団 ・宗教

法人な ど)が 国の撤退 を補っている。

日本にお ける日本研究の状況は、これの正反対のよ うに思われ る。20年 前の国際

日本文化研究セ ンターの設立以来、 日本研 究を専門 とした研究センターが急増 して

お り、毎年の ように私立大学を中心 としてこの種の研究所が創 立されている。た と

えば、2000年 には立教大学 に日本学研究所が設立 された。20q2年 には法政大学に国

際 日本学研 究セ ンターが、2004年 にはお茶の水女子大学の比較 日本学研究セ ンター

が、それぞれ設立 され、来年(2008)4月 には明治大学国際 日本学部の開設 が予定 さ

れている。 この傾 向は留まるところを知 らない ようである。大阪の桃 山学院大学の

よ うに、学生がますます集ま らなくなっている文学部を国際学部あるいは 日本学部

に改編 しようとい う大学が少 なくないか らである。
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学生数7000人 のこの桃 山学院大学の例 は小 さな ものと見 えるかもしれないが、文

学部に十分な学生を集めることの困難 とい う同大学の問題 は、グロバ リゼーシ ョン

と金融資本主義の発展に典型的 な、 も うひ とつの傾 向を如実に表 している。すなわ

ち、国や一般民衆がいわゆる 「人文科学」(英語で言 うhumanitiesandsocialsciences)

からますます撤退 しているとい う傾 向である。 こ ういった研究は経済的には利益の

あるものではなく、民間企業への就職 につながることはまれである。 したがって、

この撤退傾 向が、収益性が死活問題 である私立教育の世界(こ こで も宗教施設が例

外である)を 襲っていることに、何 の不思議 もない。その結果 、この分野の研究の

将来は中期的にみて、公共の財源 に依存す る傾 向を強めている。 この状況は、初等

教育から高等教育にいたるあ らゆる段 階で、私立教育が進んでい る日本において、

もっ とも顕著である。「人間文化につ いての総合的研究」を行 う歴博、国文研、日文

研、民博、総合地球環境学研究所 とい う五つの研究施設 を包括 した人間文化研 究機

構が2004年 に創 立されたが、これ も以上の状況に対応す るもので、人文科学 を保存

す るための手段 として考 えることもできるであろう。

メデ ィアがものを言 う現在の社会 にあっては、それぞれの国家が長期的政策 に基

づいて自らの像を構成す ることになる。物質的価値の生産が民間の仕事であるとし

て、国はむ しろ非物質的文化 を保存 ・昂揚することに心がけるべきであろ う。 この

種の文化は、それが歴史のある豊 かな伝統に根 ざすだけにいっそ う高 く持続性 のあ

る価値 を、精神 的美的側面を通 して、 日本のイメー ジに与えるであろ う。 さて、こ

の文化の非物質的な側面はまず何 よ りも先に、コミュニケーシ ョンの媒体であると

ともに手段で ある、言語の中に表現 され る。 日本 は、 日本語の利用 を、外国のみな

らず国内でも、保護 さらには推奨すべ きである。別のコ ミュニケーションの媒体で

ある文字に関しても同様のことが言 えるが、この分野では 日本は中国の協力を期待

す ることがで きるだろ う。特 に学問分野では、英語に押 されて、現地の言語が会話

において も文書においても、確実に後退 してい る。実際、シンガポール は英語 を公

用語 とすることで、東 アジアの中でグロバ リゼーションの先頭に立つ野心 を掲 げて

いる。言語 の多様性は必ず しもコミュニケーションの妨げにはな らない。む しろ反

対で、生命体 としての社会のダイナ ミズムに欠 くことのできない、一種 の醸成 をは

ぐくむ要因のひ とつである。その証拠 に、27ヶ 国が新 しい政治 ・経済共同体を形成

しつつある ヨーロ ッパでは、ヨーロ ッパ議会 の討論が23の 公用語 に同時通訳 される

一方で、言語が問題になったことはない とい う事実である。

日本は躊躇せず に、その言語を活発 ・積極的に推奨 し、 自己宣伝の手段 として利

用すべ きである。 まさしく、西洋諸 国が世界 中に進出す るために常に行 ってきたよ

うにである。 日本語が学校で外国語 として教 えられ るよ うにす る(そ れ はフランス

のいくつかの高校で行 われてい るこ とであるが、数は減少 している)だ けではなく、

とりわ け学問研 究の分野で、話 され 、実践 される言語 となるようにすべ きである。

日本の多 くの私立大学ではすでにかな り以前か ら、英語 を母国語 とする教師による
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英語での授業が行われている。な らば、なぜ海外に、そ こで 日本語が現地語 と同様

な地位で使 われ るよ うな、 日文研 のよ うな研究所 を作 ってはい けないのであろ う

か?こ れは、20数 ヶ国において異なる言語で 日本研究が行われているヨー ロッパで

は、 日本語が共通語であることを考えれば、夢ではない。

この事情 に関 して私は、 自国文化のおかげで経済 を動かしてい る国、文化 を一種

の国の生産物に している国 として、フランスの例を何度 とな くあげて きた。 日本 に

は、おな じ土俵で成功するための十分 な蓄えがある。今 のところ日本に欠 けている

のは、文化製 品を外 国で 「売 る」ための、真の輸 出戦略である。すでに十数年 前か

ら特 にロボ ッ ト技術 を21世 紀技術の柱 としなが ら、ハイテクの分野で展開され てい

る戦略 と比較可能な、本格的な輸出戦略が必要であろう。小泉元首相はハイテク輸

出のために、国全体の努力 と必要な手段 を駆 り出 した。 中期的に見て、ここか ら日

本 のために得 られる利益 は、経済 ・イメージの面で巨大な ものである。人間の形 を

した ロボッ トは確 かに 「文化的」な製品であるが、た とえばアシモの中に 日本特有

のものを見出すのは難 しく、それがどう日本のイメージを変 えるのか想像 しがたい

ところがある。

最後 に、あえて二つ 目の助言 を行お う。 日本が国外 に向けて与 える 自身のイ メー

ジは、人文科学、美術 、精神性な ど文化的次元 に軸を置 くよ うにすべきである。 こ

れ らの分野では、比較できるよ うな歴史 と展開 をもつのはヨーロッパ と中国だ けで

ある。加 えて、これ らは攻撃的ではな く、前 向きな価値 である。 このよ うな政治戦

略の成果は計測 して統計 ・経済的に量的評価 をす ることが難 しく思われるかもしれ

ないが、た とえば観光業界、地方工芸、教育、映画、建築、デザインな ど、少 し数

えただけで もきわめて多方面にわたる分野に、間接的な影響を及ぼす。過去に よっ

て正 当化 され ている伝統的価値 、さらには 「オ リジナル」な、 したがって定義か ら

して世界 にひ とつ しかない価値 のあいだには、競争はない。 しか し、文化的価値 を

優先することの最大の理 由は、それが国に本質的 に前向き(プ ラス)の イ メージ、

共感を呼ぶイ メージを与 えるとい うことである。
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